
○ 「放課後子ども総合プラン」（平成26年７月31日文部科学省と共同で策定）に基づき、 
  平成31年度末までに、放課後児童クラブについて、約122万人分の受け皿を整備することを 
  目指して、待機児童が多く存在する市町村の子ども・子育て支援事業計画の前倒し実施を 
  含め、受入児童数の更なる拡大を促し、待機児童の解消に向けた取組のより一層の強化を 
  図るよう、市町村への支援の充実を図る。 
○ 放課後児童クラブ関係予算 ５８２．７億円（５７５．０億円） 

運営費の負担の考え方 

1 / 3 

1 / 3 

1 / 3 
国 

1 / 6 

都道府県 

1 / 6 
市町村 

1 / 6 

保護者 

1 / 2 

※国(1/6)は事業主拠出金財源 

放課後児童クラブ関係・平成27年度補正予算(案)及び平成28年度予算(案)の概要 

93.6万人 
（実績） 

平成26年度 27年度 31年度 ・ ・ ・ ・ 

110.6万人 
（予算） 

 
 

 
121.7万人 

 
 
 

約30万人分 

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（平成27～31年度） 
（※）平成31年度の数値は、潜在ニーズも含めた利用ニーズ（「量の見込み」）の全国集計値 

113.9万人 
（予算） 

28年度 

約3.3万人分 

（参考） 

平成27年度補正予算（案）及び平成28年度予算（案）の主な内容 
①受入児童数の拡大 
  1,105,656人(27年度)→1,138,801人(28年度)[約3.3万人増] 

②市町村への支援策の充実 
 ア 放課後子ども環境整備事業の充実 
   ・小学校の余裕教室等を改修、設備の整備・修繕等を行う事業の 
    国庫補助基準額の増額【28年度拡充】 
   ・一体型の放課後児童クラブ・放課後子供教室を推進するための 
    設備費の加算 
 イ 放課後児童クラブ運営支援事業 
   ・「賃借料」への補助 
   ・「移転関連費用」への補助の創設【28年度新規】 
   ・「土地借料」への補助の創設【28年度新規】 
 ウ 放課後児童クラブ送迎支援事業（送迎経費補助） 

③学校敷地内等に整備する場合の補助基準額の増額 

④放課後児童支援員等処遇改善等事業 
 ・放課後児童支援員等の処遇改善経費の補助 

⑤障害児受入強化推進事業 
 ・障害児を５人以上受け入れている場合の職員の加配 

⑥小規模放課後児童クラブ支援事業 
 ・19人以下の小規模クラブにおける職員の複数配置 

○放課後児童クラブにおける勤務環境の改善 
（平成27年度補正予算（案）） 
 ・ 放課後児童支援員等の事務負担の軽減を図るためにパソコ

ン等の購入に必要な経費の補助【新規】 
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法律に基づく両立支援制度の整備 

妊娠中・出産後の母性保護、母性健康管理 
（労働基準法、男女雇用機会均等法） 

・産前産後休業（産前６週、産後８週）、軽易な業
務への転換、時間外労働・深夜業の制限 

・医師等の指導等に基づき、通勤緩和、休憩、休
業等の措置を事業主に義務づけ        

・妊娠・出産等を理由とする解雇その他の不利益
取扱いの禁止   等 

育児休業等両立支援制度の整備 
                   （育児・介護休業法） 

・子が満１歳（両親ともに育児休業を取得した場
合、  １歳２ヶ月＝“パパ・ママ育休プラス”）まで
（保育所等に入所できない場合等は最大１歳半ま
で）の育児休業 

・子が３歳に達するまでの短時間勤務制度、所定
外労働の免除※ 

・育児休業を取得したこと等を理由とする解雇その
他の不利益取扱いの禁止   等 

           仕事と家庭の両立支援対策の概要 

両立支援制度を利用しやすい職
場環境づくり 

助成金等を通じた事業主への支援 

・育児休業者の代替要員を確保し休業取得者を原職等に復帰さ
せたり、育児休業を取得した期間雇用者を継続雇用するなど、
両立支援に取り組む事業主へ助成金を支給 

・中小企業で働く労働者の育児休業取得及び育児休業後の円
滑な職場復帰支援のための「育休復帰支援プラン」の策定・利
用支援 

・女性の活躍・両立支援総合サイトによる情報提供 

・子育て・介護のためのテレワーク活用事例の普及 

 

表彰等による事業主の意識醸成 
・仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟な働き方がで
きる企業を表彰（均等・両立推進企業表彰） 

・男性の育児休業取得促進等男性の仕事と育児の両
立支援の促進（イクメンプロジェクト） 

次世代法に基づく事業主の取組推進 

・仕事と子育てを両立しやすい環境の整備等に関する
行動計画の策定・届出・公表・従業員への周知 

 （１０１人以上は義務、１００人以下は努力義務） 

・一定の基準を満たした企業を認定（くるみんマーク及
び 

 プラチナくるみんマーク）  

・認定企業に対する税制上の措置 

育児休業中の経済的支援 

・育児休業給付（賃金の67％相当※）       

※雇用保険法の改正により、平成２６年４月１日から
50%→67%に引き上げ（180日） 

・社会保険料（健康保険、厚生年金保険）の免除 

                       等 

長時間労働の抑制、年
次有給休暇の取得促進
等全体のワーク・ライフ・
バランスの推進 

保育所待機児童の解消・
放課後児童クラブの充
実、 
子育て援助活動支援事
業（ファミリー・サポート・
センター事業） 

子育て女性等の再就職支
援（マザーズハローワーク
事業、託児付き再就職支援
セミナー、仕事と育児カム
バック支援サイト） 

その他 

○女性の継続就業率 

３８％（平成２２年） 

 →５５％（平成３２年） 

 

○男性の育児休業取得率 

２．３０％（平成２６年） 

 →１３％（平成３２年） 

２（７）仕事と家庭の両立支援対策について 
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○ 妊娠・出産・育児期や家族の介護が必要な時期に、男女ともに離職することなく働き続けることができるよう、仕事と家庭が両立できる社会の実現を
目指す。 

 

○ 介護が必要な家族を抱える労働者が介護サービス等を十分に活用できるようにするため、介護休業や柔軟な働き方の制度を様々に組み合わせて
対応できるような制度の構築が必要。 

 

○ 非正規雇用労働者の育児休業の取得促進や妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする不利益取扱い等の防止を図ることが必要。 
 
  

 
 
 
 
 
 

 
 

 
１．介護休業（９３日：介護の体制構築のための休業）の分割取得 

  対象家族１人につき、３回を上限として、通算９３日まで、介護休業を
分割取得することができることとする。 

 

２．介護休暇（年５日）の取得単位の柔軟化 

  半日（所定労働時間の二分の一）単位の取得を可能とする。（日常的
な介護ニーズに対応） 

 

３．介護のための所定労働時間の短縮措置等（選択的措置義
務） （現行：介護休業と通算して９３日の範囲内で取得可能） 

  介護休業とは別に、利用開始から３年の間で２回以上の利用を可能
とする。（日常的な介護ニーズに対応） 

 

４．介護のための所定外労働の免除（新設） 
  介護終了までの期間について請求することのできる権利として新設す
る。（日常的な介護ニーズに対応） 

 

５．介護休業等の対象家族の範囲の拡大 
  同居・扶養していない祖父母、兄弟姉妹及び孫も追加。 
（現行：配偶者、父母、子、配偶者の父母、同居かつ扶養している祖父母、兄弟姉妹及
び孫） 
 

６．仕事と介護の両立に向けた情報提供 

  労働者に対する介護サービスや介護休業に関する相談・支援の充実
を図るとともに、企業における両立支援制度の利用等に関する周知や
相談窓口の設置等の取組を支援する。 

 

 
１．子の看護休暇（年５日）の取得単位の柔軟化 
 

          半日（所定労働時間の二分の一）単位の取得を可能とする。 
 

２．有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩和 
 

           有期契約労働者の育児休業について、①当該事業主に引き続き雇用
された期間が１年以上であること、②子が１歳６ヶ月に達する日までの
間に労働契約が満了し、かつ、契約の更新がないことが明らかな者を
除く、とし取得要件を緩和する。 

 

３．育児休業等の対象となる子の範囲 
 

特別養子縁組の監護期間中の子、養子縁組里親に委託されている
子といった法律上の親子関係に準じると言えるような関係にある子につ
いては育児休業制度等の対象に追加する。 

 

４．妊娠・出産・育児休業・介護休業をしながら継続就業しよう 
とする男女労働者の就業環境の整備 

 

      ・ 妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする、上司・同僚などに
よる就業環境を害する行為を防止するため、雇用管理上必要な措置を
事業主に義務づける。 

 ・ 派遣先で就業する派遣労働者については、派遣先も事業主とみなし
て、上記防止措置義務を適用する。また事業主による育児休業等の取
得等を理由とする不利益取扱いの禁止規定を派遣先にも適用する。 

 

１． 介護離職を防止し、仕事と介護の両立を可能とするた
めの制度の整備 

２． 多様な家族形態・雇用形態に対応した育児期の両立
支援制度等の整備 

仕事と家庭の両立支援対策の充実について（12月21日労働政策審議会雇用均等分科会報告書）概要 

Ｉ はじめに 

Ⅱ 仕事と家庭の両立支援対策の方向性 
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子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）の概要 

援助を受けたい会員 

ファミリー・サポート・センター 

〔相互援助組織〕 

アドバイザー 

援助を行いたい会員 

援助の申し入れ 援助の打診 

 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者
や主婦等を会員として、児童の預かりの援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活
動に関する連絡、調整を行うものである。 
 平成２１年度からは、病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かりなどの事業（病児・緊急対応強化事業）を
行っている。 
 なお、本事業については、平成１７年度から「次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）」、平成２３年度から「子育て支援
交付金」、平成２４年度補正予算により「安心こども基金」へ移行した。平成２６年度は「保育緊急確保事業」として実施した。 
 さらに、平成２７年度からは、 「子ども・子育て支援新制度」において、「地域子ども・子育て支援事業」の１つに位置づけら
れ、「子ども・子育て支援交付金」にて実施している。 

○相互援助活動の例 
 ・保育施設までの送迎を行う。 
 ・保育施設の開始前や終了後又は学校の放課後、   
  子どもを預かる。 
 ・保護者の病気や急用等の場合に子どもを預かる。 
 ・冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際、子どもを預かる。 
 ・買い物等外出の際、子どもを預かる。 
 ・病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急預かり対応 
 （平成２１年度から） 
 
○実施市区町村 ※平成２６年度交付決定ベース 
  （ ）は平成２５年度末実績 
 ・基本事業 ７７４（７３８）市区町村 
 ・病児･緊急対応強化事業 １３８（１３２）市区町村 
 
○会員数 ※平成２６年度交付決定ベース 
  （ ）は平成２５年度末実績  
 ・依頼会員（援助を受けたい会員） ４７５，１０５人（４６６，２８７人） 
 ・提供会員（援助を行いたい会員） １２３，８１９人（１２３，１７３人） 
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３．妊娠・出産・子育てへの支援 




